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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期
連結累計期間

第69期
第３四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 20,057 19,896 25,737

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 93 △268 △109

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) △39 △725 △319

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △483 △844 △752

純資産額 (百万円) 6,181 5,017 5,912

総資産額 (百万円) 18,897 17,807 17,831

１株当たり四半期(当期)純損失
(△)

(円) △11.73 △217.40 △95.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.7 28.2 33.2

回次
第68期

第３四半期
連結会計期間

第69期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 1.35 33.96

　
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
　
１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「第２

事業の状況２．事業等のリスク」についての重要な変更はありません。
　
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の持続や雇用・所得環境の改善がみられるなど景

気は緩やかな回復基調で推移いたしました。その一方で、個人消費は一部持ち直したものの、消費税増税後の消

費マインドの影響からくる景気の下振れや将来不安からくる節約志向、さらには米中貿易摩擦の長期化をはじめ

とした不安定な海外情勢や原油価格の上昇など、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

当業界におきましては、消費者の低価格・節約志向が根強く残るなか、一部供給原料の値上がりに伴う製造コ

スト等の上昇や人手不足等による労働コスト・物流費の上昇、さらには国内牛肉相場の高値継続の影響もあり、

依然として厳しい環境で推移いたしました。

このような状況のなか、当社グループは、「お客様第一にあふれる味覚をお届けします」をモットーに「安

心・安全・美味しさ」を追求し、創業100周年を迎え経営理念のさらなる浸透を図るとともに、コンプライアンス

を重視した社員教育を実施いたしました。また、製造コスト等の上昇が当社の経営を強く圧迫する要因となって

いる状況のなか、作業効率の改善や仕入の見直しを重視し、コスト削減努力を継続してまいりました。そして、

５月には、高生産性で品質管理を徹底させた新たな拠点として、岡山昴工場(岡山県浅口市)が本格的に稼働いた

しました。

販売に関しましては、「花ソーセージ」「ＪＡＳ特級あらびきポークウインナー」のＣＭ放映に加え、４月よ

り毎月100名様に商品詰め合わせセットが当たる「おかげ様で100周年キャンペーン」を実施し、販売強化を図っ

てまいりました。また、商標登録ブランド「ロマンティック街道」シリーズに加え、オリジナル商品「花ソーセ

ージ」や昨年発売を開始いたしました次の100年に向けたブランド「昴ブランド」などの重点商品の販売・販路拡

大に努めてまいりました。ギフト販売におきましては、当社の創業100周年、新元号“令和”を記念した特別商品

「創業100周年記念ギフト」を発売し、製品ラインアップの拡充を図り、新規顧客拡大に努めてまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、消費者の節約・低価格志向や競合他社との価格競争の激

化などにより、198億96百万円(前年同四半期比0.8％減)となりました。利益につきましては、製造コスト、物流

コスト等の上昇などにより、営業損失は３億０百万円(前年同四半期は営業利益60百万円)、経常損失は２億68百

万円(前年同四半期は経常利益93百万円)となりました。四半期純損益につきましては、繰延税金資産の取り崩し

により、法人税等調整額を５億57百万円計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純損失は７億25百万円(前年

同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失39百万円)となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

加工食品事業

加工食品事業につきましては、消費者の節約志向が続くなか、「ＪＡＳ上級あらびきポークウインナー」や

「ＪＡＳ特級あらびきポークウインナー」、「肉厚ハンバーグ」、「ローストビーフ」、「ローストポーク」が

堅調に推移しましたが、企業間競争の激化等により売上高は減少いたしました。利益面におきましては、原材料

価格の上昇や製造コストの上昇により前年同四半期を下回りました。

その結果、売上高は87億47百万円（前年同四半期比1.3％減）、セグメント利益（営業利益）は２億46百万円

（前年同四半期比47.3％減）となりました。
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食肉事業

食肉事業につきましては、国産牛肉は、市場ニーズに合った販売が堅調に推移し、販売量は減少したものの売

上高は増加いたしました。国産豚肉は、販売量、売上高とも増加いたしました。輸入牛肉は、豪州産、ニュージ

ーランド産牛肉が堅調に推移し、販売量、売上高とも増加いたしました。輸入豚肉は、仕入価格の高騰、競争激

化により販売量、売上高とも減少いたしました。利益面におきましては、輸入豚肉の販売量、売上高の減少や国

産豚肉の販売単価下落の影響等により前年同四半期を下回りました。

その結果、売上高は111億49百万円（前年同四半期比0.4％減）、セグメント損失（営業損失）は１億15百万円

（前年同四半期はセグメント損失（営業損失）10百万円）となりました。

　

（資産の部)

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ23百万円減少の178億７百万円となりまし

た。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ７億30百万円増加の79億15百万円となりました。主な要因は、受取手形

及び売掛金８億99百万円の増加と現金及び預金３億38百万円の減少によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ７億54百万円減少の98億91百万円となりました。主な要因は、土地１億

94百万円、投資有価証券１億74百万円及び繰延税金資産３億１百万円の減少によるものであります。

（負債の部)

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ８億71百万円増加の127億90百万円となり

ました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ６億11百万円増加の88億14百万円となりました。主な要因は、支払手形

及び買掛金４億57百万円、短期借入金３億62百万円の増加及びその他流動負債１億26百万円の減少によるもので

あります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ２億59百万円増加の39億75百万円となりました。主な要因は、繰延税金

負債２億35百万円の増加によるものであります。

（純資産の部)

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ８億95百万円減少の50億17百万円とな

りました。主な要因は、利益剰余金７億75百万円、その他有価証券評価差額金１億10百万円の減少によるもので

あります。

(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億84百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更等はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2019年11月11日開催の取締役会において、当社の完全子会社である松戸福留株式会社を吸収合併するこ

とを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。なお、2020年1月1日を効力発生日として、同社を吸収合併い

たしました。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,600,000

計 13,600,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2020年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,400,000 3,400,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数100株

計 3,400,000 3,400,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年12月31日 ― 3,400,000 ― 2,691 ― 1,503

　

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 62,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

33,241 ―
3,324,100

単元未満株式
普通株式

― ―
13,100

発行済株式総数 3,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 33,241 ―

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2019年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
福留ハム株式会社

広島市西区草津港二丁目
６番75号

62,800 ― 62,800 1.85

計 ― 62,800 ― 62,800 1.85

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株 (議決権２個)あります。

なお、当該株式数は上記①［発行済株式］の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めております。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
営業カンパニー
　営業担当

常務取締役
営業カンパニー
　統括営業本部長

草場 利行 2019年10月７日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,858 2,520

受取手形及び売掛金 ※ 2,952 ※ 3,851

商品及び製品 986 1,110

仕掛品 49 48

原材料及び貯蔵品 250 352

その他 101 34

貸倒引当金 △13 △1

流動資産合計 7,184 7,915

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,116 3,003

機械装置及び運搬具（純額） 845 964

土地 3,625 3,430

リース資産（純額） 191 144

その他 121 78

有形固定資産合計 7,901 7,621

無形固定資産 29 31

投資その他の資産

投資有価証券 2,197 2,023

繰延税金資産 301 -

その他 367 370

貸倒引当金 △150 △155

投資その他の資産合計 2,715 2,238

固定資産合計 10,646 9,891

資産合計 17,831 17,807
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,307 2,765

短期借入金 4,677 5,040

未払法人税等 27 30

賞与引当金 171 86

その他 1,019 892

流動負債合計 8,203 8,814

固定負債

長期借入金 1,425 1,475

役員退職慰労引当金 333 349

退職給付に係る負債 1,809 1,793

繰延税金負債 - 235

その他 145 121

固定負債合計 3,715 3,975

負債合計 11,918 12,790

純資産の部

株主資本

資本金 2,691 2,691

資本剰余金 1,503 1,503

利益剰余金 1,155 379

自己株式 △80 △80

株主資本合計 5,270 4,494

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 707 597

退職給付に係る調整累計額 △65 △75

その他の包括利益累計額合計 641 521

非支配株主持分 0 0

純資産合計 5,912 5,017

負債純資産合計 17,831 17,807
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

売上高 20,057 19,896

売上原価 16,396 16,548

売上総利益 3,660 3,348

販売費及び一般管理費 3,599 3,648

営業利益又は営業損失(△) 60 △300

営業外収益

受取利息及び配当金 39 40

不動産賃貸料 44 44

その他 20 21

営業外収益合計 105 106

営業外費用

支払利息 49 51

不動産賃貸費用 20 18

その他 2 3

営業外費用合計 72 74

経常利益又は経常損失(△) 93 △268

特別利益

固定資産売却益 - 144

特別利益合計 - 144

特別損失

投資有価証券評価損 - 24

特別損失合計 - 24

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失(△)

93 △148

法人税、住民税及び事業税 20 19

法人税等調整額 112 557

法人税等合計 132 577

四半期純損失（△） △39 △725

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △39 △725
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

四半期純損失（△） △39 △725

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △458 △110

退職給付に係る調整額 14 △9

その他の包括利益合計 △444 △119

四半期包括利益 △483 △844

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △483 △844

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

受取手形 １百万円 18百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

減価償却費 354百万円 405百万円

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月11日
取締役会

普通株式 50 15 2018年３月31日 2018年６月５日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月13日
取締役会

普通株式 50 15 2019年３月31日 2019年６月５日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

加工食品事業 食肉事業

売上高

外部顧客への売上高 8,861 11,195 20,057

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ―

計 8,861 11,195 20,057

セグメント利益又は損失(△) 468 △10 457

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 457

全社費用(注) △397

四半期連結損益計算書の営業利益 60

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、管理部門に係る費用であります。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

加工食品事業 食肉事業

売上高

外部顧客への売上高 8,747 11,149 19,896

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ―

計 8,747 11,149 19,896

セグメント利益又は損失(△) 246 △115 131

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 131

全社費用(注) △431

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △300

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、管理部門に係る費用であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△)(円) △11.73 △217.40

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円) △39 △725

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(百万円)

△39 △725

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,337 3,337

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2020年２月13日

福留ハム株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 原 晃 生 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 下 平 雅 和 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている福留ハム株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年12月

31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、福留ハム株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


